
委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 本委員会に付託の議案を審査の結果、下記のとおり決定したので、会議規則

第１０７条の規定により報告します。 

 

   令和４年１１月２８日 

 

 三木市議会議長 堀   元 子 様 

 

                総務文教常任委員長 古 田 寛 明 

 

記 

 

１ 議案及び審査結果 

議 案 番 号 付 託 事 件 名 審査結果 

第７６号議案 
令和４年度三木市一般会計補正予算（第８号）

中、関係部分 
原 案 可 決 

第７７号議案 
令和４年度三木市学校給食事業特別会計補正

予算（第３号） 
原 案 可 決 

 

２ 審査経過 

本日、本委員会を開催し、議案を審査した結果、全員一致をもっていずれ

も原案のとおり可決された。 

 

 



委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 本委員会に付託の議案を審査の結果、下記のとおり決定したので、会議規則

第１０７条の規定により報告します。 

 

   令和４年１２月７日 

 

 三木市議会議長 堀   元 子 様 

 

                総務文教常任委員長 古 田 寛 明 

 

記 

 

１ 議案及び審査結果 

議 案 番 号 付 託 事 件 名 審査結果 

第８４号議案 控訴の提起について 原 案 可 決 

第８５号議案 
令和４年度三木市一般会計補正予算（第１０

号） 
原 案 可 決 

 

２ 審査経過 

本日、本委員会を開催し、議案を審査した結果、賛成多数でいずれも原案

のとおり可決された。 

 



委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 本委員会に付託の議案を審査の結果、下記のとおり決定したので、会議規則

第１０７条の規定により報告します。 

 

   令和４年１２月２２日 

 

 三木市議会議長 堀   元 子 様 

 

                総務文教常任委員長 古 田 寛 明 

 

記 

 

１ 議案及び審査結果 

議 案 番 号 付 託 事 件 名 審査結果 

第６５号議案 
三木市個人情報保護法施行条例の制定につい

て 
原 案 可 決 

第６６号議案 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例の制定につ

いて 

原 案 可 決 

第６７号議案 

三木市議会議員及び三木市長の選挙における

選挙運動用自動車の使用の公営に関する条例

等の一部を改正する条例の制定について 

原 案 可 決 

第６８号議案 
職員の定年等に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 
原 案 可 決 

第６９号議案 

職員団体のための職員の行為の制限の特例に

関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

原 案 可 決 

第７０号議案 
議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について 
原 案 可 決 

第７１号議案 
三木市長等の給与に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 
原 案 可 決 

第７２号議案 
一般職の職員の給与に関する条例等の一部を

改正する条例の制定について 
原 案 可 決 



第７８号議案 
令和４年度三木市一般会計補正予算（第９号）

中、関係部分 
原 案 可 決 

 

２ 審査経過 

去る１２月１４日及び１５日に本委員会を開催し、議案を審査した結果、

第７０号議案及び第７１号議案は賛成多数で、その他の議案は全員一致をも

っていずれも原案のとおり可決された。 

なお、審査の過程において委員から、職員の定年等に関する条例が一部改

正され、新たに情報提供・意思確認制度を新設して、職員が６０歳に達する

日の前年度に６０歳以降の任用や給与等に関する情報を提供し、職員の６０

歳以降の勤務の意思確認に努めることとされていますが、本人が当該情報で

十分に理解できるよう丁寧な説明をされたい等の意見、要望があった。 



委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 本委員会に付託の議案を審査の結果、下記のとおり決定したので、会議規則

第１０７条の規定により報告します。 

 

   令和４年１２月２２日 

 

 三木市議会議長 堀   元 子 様 

 

                総務文教常任委員長 古 田 寛 明 

 

記 

 

１ 議案及び審査結果 

議 案 番 号 付 託 事 件 名 審査結果 

第８６号議案 
令和４年度三木市一般会計補正予算（第１０

号） 
原 案 可 決 

 

２ 審査経過 

本日、本委員会を開催し、議案を審査した結果、全員一致をもって原案の

とおり可決された。 

なお、審査の過程において委員から、事故を教訓とし、児童・生徒の生命

を守るため、教育委員会及び各学校が主体となって、すべての学校関係者が

相互に連携した見守り体制を構築されたい等の意見、要望があった。 

 


